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１．第四次湖南市行政改革大綱実施計画の策定について 

（１）行政改革の必要性

本市が合併をしてから 15 年以上が経過し、その間湖南市総合計画において基本

構想として掲げる将来像「ずっとここに暮らしたい！ みんなで創ろう きらめ

き湖南」の実現を目指し、様々な分野において聖域を設けることなく積極的に行

財政改革に取り組んできました。しかしこれから５年後の未来に向かっていくに

あたって、人口減少・少子高齢化や公共施設等の大量更新の到来などの従来から

の課題だけではなく、令和２年（2020 年）に入ってから世界的に広がりを見せた

新型感染症により、私たちの生活様式は一変し、ますます多様化する市民ニーズ

に対応できる行政サービスの取組の必要性が出てきました。特に新型感染症を契

機として急速に進んだデジタル化への対応については、早急に取り組んでいく必

要に迫られています。 

 新型感染症による経済への影響は大きく、今後数年間の税収の増加も見込め

ず、厳しい状況になることは容易に想像がつくところです。このように、税収の

減少や社会保障関連経費の増加など不安要素が多い中、本市においては平成 18 年

度（2006 年度）からの第一次湖南市行政改革大綱、そして第二次湖南市行政改革

大綱と取組を進めていく中で、人件費をはじめとする経費の削減・抑制の実施や

組織体制の見直し、施設使用料の見直しや指定管理者制度の導入などを行ってき

ました。 

また、平成 28 年度（2016 年度）からの第三次湖南市行政改革大綱では、湖南

市公共施設等総合管理計画に基づく公共施設の廃止や、市税徴収率の向上などの

取組を行ってきたところです。これまでも、その時の社会情勢を踏まえ、効率的

で効果的な行政運営を目指し行財政改革に取り組んできましたが、財政状況の今

後の見通しは悪く、依然として厳しい状況が続きます。 

今後は多様化する市民ニーズに答えるべく、市民参画を積極的に推進するとと 

もに、市民の社会生活や行政サービスにおいてもデジタル化の波に乗り遅れるこ

となく、更なる効率的・効果的な行財政運営を行っていく必要があります。  

（２）事業効果と検証

本計画を今後実行していくうえで、効果があったのか、効果的な事業費の執行

となっているのか、行政が行うべき事業なのかなどを検証していく必要がありま 

す。また年度末実績や中間進捗状況について外部委員の評価をいただき、各年度 

の目標（計画）については、外部委員の意見や前年の実績を反映させて当年度の 

取組をしっかりと立て直すなど、柔軟でスピード感を持った改革ができるように 

展開し、取り組んでいく必要があります。 



（３）第四次湖南市行政改革大綱理念に基づく取組

第四次湖南市行政改革大綱では基本理念『「地域力・デジタル化・経営力の向上

をめざして」～新たな時代に即した行財政改革の推進～』に基づき、社会情勢の

流れに沿って必要な時に再構築をしつつ、次世代に過度の負担を残さないまちを

実現するため、「市民主体の透明性のあるまちづくり」「デジタル社会の推進」「効

率的・効果的な行財政運営」の大きく３つの政策を柱に掲げ、取り組んでいきま

す。 

２．実施計画の取組期間 

 本計画の実施計画は、令和３年度（2021 年度）から令和７年度（2025 年度）ま 

での５年間とします。 

３．実施計画の推進体制 

 本計画の推進にあたっては「湖南市行政改革推進本部」を中心に職員一人ひと 

りが改革の必要性と重要性を十分認識し取り組みます。 

４．実施計画の進行管理 

 本計画は、年度ごとの計画に対する実績の評価と中間の進捗管理を湖南市行政

改革推進本部会議で行うとともに、湖南市行政改革外部評価委員会において、毎

年度の取組状況・所管課による評価を報告し、意見や提言を受けることとしま

す。特に湖南市行政改革外部評価委員会における議事要旨や委員会資料について

はホームページにおいて公表していきます。 

５．市民等への説明 

 本計画の内容については、広報紙やホームページで公表をさせていただき、改 

革内容について市民の方に理解いただけるよう公開していきます。 



６．本市の財政状況と財政収支の見通し 

（１）今後の財政収支の見通し（普通会計）

 令和２年(2020 年)より世界中に感染が広がった新型感染症による社会経済への影 

響は大きく、経済の回復は厳しい状況にあります。 

 本市においても、新型感染症の影響により市税収入は大幅な減少が見込まれ財源 

不足が懸念されています。一方歳出では、生産年齢人口の減少による歳入減、およ 

び扶助費等の歳出の増加が見込まれます。 

 この状況の中、この実施計画で示す行政改革を何も実施をしない場合は、以下の 

見通しのとおり、令和４年(2022 年)が▲１億 3,100 万円、令和５年(2023 年)が 

▲２億 2,200 万円、令和６年(2024 年)と今後も赤字状態が続くことが想定される。

※湖南市長期財政計画（令和３年３月策定）を基に作成

実績 予算 予算 計画 計画 計画 計画

市税 8,709 8,601 8,242 8,400 8,545 8,546 8,666

地方譲与税・交付金 1,462 1,586 1,670 1,682 1,787 1,795 1,799

地方交付税 2,534 2,319 2,315 2,395 2,432 2,449 2,274

国県支出金 3,879 4,646 4,997 4,667 4,620 4,921 4,922

繰入金 590 781 669 635 494 243 143

地方債 1,545 1,623 2,154 2,120 1,970 1,635 1,635

その他歳入 1,413 1,304 1,143 1,123 1,123 1,123 1,123

20,132 20,860 21,190 21,022 20,971 20,712 20,562

実績 予算 予算 計画 計画 計画 計画

人件費 3,181 3,835 3,855 3,855 3,855 3,855 3,855

扶助費 4,118 4,947 4,776 4,975 5,136 5,248 5,273

公債費 2,540 2,510 2,575 2,596 2,585 2,435 2,285

物件費 3,472 3,406 3,636 3,179 3,179 3,179 3,179

補助費等 2,486 2,423 2,541 2,593 2,580 2,443 2,443

繰出金 1,476 1,470 1,521 1,541 1,561 1,586 1,602

投資的経費 1,535 1,536 1,735 1,863 1,746 1,701 1,745

その他歳出 768 733 551 551 551 551 551

19,576 20,860 21,190 21,153 21,193 20,998 20,933

556 0 0 ▲ 131 ▲ 222 ▲ 286 ▲ 371

歳入 （単位：百万円）

年度 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 令和７年
（2019年）（2020年）（2021年）（2022年） （2023年） （2024年） （2025年）

区分

歳入合計

歳出 （単位：百万円）

年度 令和元年 令和２年 令和３年
（2023年）

令和４年 令和５年 令和６年 令和７年
（2024年） （2025年）

区分

歳出合計

（2019年）（2020年）（2021年）（2022年）

差引額



７．改革目標の数値化と改革後の財政状況 

（1）改革目標の数値化

1) 人件費の抑制

令和３年度の 38億 5,500 万円を、令和７年度において 37億 7,500 万円とする

ことを目標とします。今後はスマート自治体への転換および働き方改革の推進を

図 

り、人件費(時間外手当含む）の削減に努めていきます。 

2) 物件費の削減

令和３年度の 36億 3,600 万円を、令和７年度において 30億 2,100 万円とする

ことを目標とします。目標を達成するために、公共施設等総合管理計画の着実な

実行により維持管理費などの経常経費の縮減を行います。 

※令和３年度の物件費にはコロナ対策関連予算が約４.８億円含まれています。

3) 補助費等の見直し

令和３年度の 25 億 4,100 万円 を、令和７年度において 22 億 9,300 万円 とす

ることを目標とします。目標を達成するために、今まで同様の補助金等の交付基

準の明確化や、クラウドファンディングを活用した各種事業の支援により補助金

の抑制を行います。また、事務事業評価を活用した妥当性・有効性・効率性など

の観点による精査を行いうとともに、新たな事務事業評価についても検討しま

す。 

 令和７年度 

３０．２億円



4)繰出金の抑制

令和３年度の 15 億 2,100 万円を、令和７年度において 15億 2,100 万円を維持

することを目標とします。目標を達成するために、各特別会計における経営の健

全化や効率化に向けた取組を一層行い、繰出金の削減を行います。特に企業会計

においては、独立採算の原則を堅持するよう取り組みます。

5) 財源の確保（ふるさと寄付）

令和３年度より３億円の寄附額を目標とします。目標を達成するために、広報

周知方法の見直し、市独自の特設サイトを構築し、財源確保に加え地域経済活性

化を図ります。 

 令和３年度 

３．０億円
 令和３年度 

３．０億円



（2）改革後の財政状況（普通会計）

改革目標を達成することで、以下に示すとおり歳入歳出における収支赤字を解消

します。各目標を達成するための具体的な取組については、次ページから掲げてい

る取組内容を着実に進めることで、第四次行政改革大綱の基本理念を確立します。 

 

実績 予算 予算 計画 計画 計画 計画

市税 8,709 8,601 8,242 8,400 8,545 8,546 8,666

地方譲与税・交付金 1,462 1,586 1,670 1,682 1,787 1,795 1,799

地方交付税 2,534 2,319 2,315 2,395 2,432 2,449 2,274

国県支出金 3,879 4,646 4,997 4,667 4,620 4,921 4,922

繰入金 590 781 669 815 674 423 323

地方債 1,545 1,623 2,154 2,120 1,970 1,635 1,635

その他歳入 1,413 1,304 1,413 1,308 1,313 1,318 1,323

20,132 20,860 21,460 21,387 21,341 21,087 20,942

実績 予算 予算 計画 計画 計画 計画

人件費 3,181 3,835 3,855 3,835 3,815 3,795 3,775

扶助費 4,118 4,947 4,776 4,975 5,136 5,248 5,273

公債費 2,540 2,510 2,575 2,596 2,585 2,435 2,285

物件費 3,472 3,406 3,726 3,207 3,145 3,083 3,021

補助費等 2,486 2,423 2,541 2,518 2,443 2,368 2,293

繰出金 1,476 1,470 1,521 1,521 1,521 1,521 1,521

投資的経費 1,535 1,536 1,735 1,863 1,746 1,701 1,745

その他歳出 768 733 731 731 731 731 731

19,576 20,860 21,460 21,246 21,122 20,882 20,644

556 0 0 141 219 205 298

歳入 （単位：百万円）

年度 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 令和７年
（2019年） （2020年） （2021年） （2022年） （2023年） （2024年） （2025年）

区分

歳入合計

歳出 （単位：百万円）

年度 令和元年 令和２年 令和３年
（2023年）

令和４年 令和５年 令和６年 令和７年
（2024年） （2025年）

区分

歳出合計

（2019年） （2020年） （2021年） （2022年）

差引額



◎実施計画取組内容

第１の政策

１）様々なコミュニティとの連携

２）市政情報の積極的な共有

・世代別や目的に応じて、必要な方に分かりやすい市の行政情
報を発信することで、市民の積極的な地域活動や市政への参画
を推進します。

・市民との情報共有の推進 秘書広報課 該当課

・地域内での課題を地域で解決していくため、コミュニティビ
ジネスの展開を積極的に推進し、問題解決に繋げるように支援
していきます。

・コミュニティビジネスの支援や地域人材の育成 地域創生推進課

取組項目 担当部署 関係部署

「市民主体の透明性のあるまちづくり～市民参画と情報共有～」

取組項目 主担当部署 関係部署

・地域まちづくり協議会をはじめとした市民活動の活性化を図
り多様なコミュニティへの支援を行っていきます。

・地域まちづくり協議会への人的支援 地域創生推進課

・市民に必要な情報をより幅広く発信できるよう、発信方法の
充実を図ります。

・市民視点を取り入れた情報発信の充実 秘書広報課 該当課



第２の政策

１）ＩＣＴ（情報通信技術）の積極的な活用

２）社会生活へのデジタル化の推進 取組項目 主担当部署 関係部署

・市が保有しているデータのオープンデータ化を進め、民間活
用や新たな行政サービスに活用できるようオープンデータの利
活用の拡大に努めます。

・オープンデータの推進 行財政改革推進課 各種情報所管課

・窓口サービスの改革としてデジタル技術を活用した市民窓口
対応のオンラインサービス化を推進していきます。

・行政窓口サービス等のデジタル化 行財政改革推進課 各種手続担当課

・デジタル・デバイドの解消に取り組み、すべての人が等しく
サービスが受けられるように、デジタル化を推進していきま
す。

・デジタル・デバイドの解消 行財政改革推進課 総務課
地域創生推進課

・デジタル時代に向けて多種多様な公共サービスについて、今
後変化していく生活スタイルに応じたＡＩ・ＩＣＴを活用して
公共サービスの質の向上を図ります。

・市民生活へのデジタル化新たな事業 行財政改革推進課 高齢福祉課

「デジタル社会の推進～スマート自治体への転換～」

取組項目 主担当部署 関係部署

・行政手続きの始めから終わりまでを一貫してデジタルで完結
できるサービスの取り組み、市民サービスの向上と行政事務の
スリム化を推進していきます。

・電子申請の導入および利用推進 行財政改革推進課 各種手続担当課

・マイナンバーカードの普及促進 市民課



第３の政策

１）事務事業の見直しと効率化の推進

２）公共施設等総合管理計画の着実な実行

３）受益者負担および補助金・負担金の適正化

・補助金等の見直し指針を改訂し、更なる補助金・負担金の見
直しを図ります。

・補助金の見直し指針の改訂、補助金の見直し 行財政改革推進課 全部署

取組項目 主担当部署 関係部署

・公共施設使用料の定期的な見直しを行い、受益者負担の公平
性を図ります。

・公共施設使用料の定期的な見直し 行財政改革推進課 施設所管課

・個別施設計画の確実な進捗管理を行い、計画的な施設の管理
運営を行います。

・公共施設等総合管理計画個別施設計画の実行 行財政改革推進課 施設所管課

・市遊休地については、積極的に売払いや貸付を行うことで有
効活用を図ります。

・市遊休地の有効活用 行財政改革推進課 全部署

・テレワークの活用など市職員の働き方改革を進めます。 ・テレワークの推進 人事課

取組項目 主担当部署 関係部署

・これまでの事務事業の見直しを図るとともに、行政事務の効
率化を実現するために、民間活力やＡＩ・ＲＰＡを積極的に取
り入れて行政事務の改革を推進します。

・ＡＩ・ＲＰＡの積極的な推進
・電子決裁導入による事務事業の効率化

行財政改革推進課
総務課

業務所管課

・デジタル化の推進による手続きの簡素化および業務のスリム
化と業務プロセスの見直しを実行しながら職員の適正配置を行
う。

・業務プロセスの標準化、業務の見直しによる適正な人事配置 人事課 該当課

「効率的・効果的な行財政運営～改革の継続と新たな改革～」

取組項目 主担当部署 関係部署



第３の政策

４）広域連携の推進

５）財政の健全化

・長期財政計画に掲げる財政健全化に向けた経常収支比率の抑
制等の取組を行います。

・財政調整基金の安定確保
・計画的な市債の発行

財政課 該当課

取組項目 主担当部署 関係部署

・市税等の徴収率の向上や広告収入、新たな財源の検討等によ
り収入の確保を行います。

・税率改定の検討（制限税率未満の税目の率改訂検討）
・市税の徴収率の向上
・ふるさと納税の拡大

税務課
収納課

地域創生推進課

財政課
行財政改革推進課

・システム共同利用による業務の標準化を実現し、行政事務の
効率化を図るとともに行政サービス水準の更なる向上に努めま
す。

・自治体クラウドの推進 行財政改革推進課 システム所管課

・多様な行政ニーズに応えるため近隣市との連携を図り、市民
サービスの向上となる事業の推進を行います。

・広域連携の推進 地域創生推進課 該当課

「効率的・効果的な行財政運営～改革の継続と新たな改革～」

取組項目 主担当部署 関係部署



９ 実施計画詳細 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１の政策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【年度末実績評価基準】

５：目標を大きく上回る成果があった　４：目標以上の成果があった　３：目標達成できた

２：目標達成に届かなかった　　１：取組を行うことができなかった

【大綱期間終了の目指す姿】

第四次湖南市行政改革大綱実施計画

政策 第１の政策 市民主体の透明性のあるまちづくり 担当部署 地域創生推進課

施策項目 １）様々なコミュニティとの連携 関連部署

取組項目 地域まちづくり協議会への人的支援

Ｒ６（2024） Ｒ７（2025）

前年度までの取組および現状 Ｒ３年度の取組実施内容

　７つの地域まちづくり協議会が活動拠点であるま
ちづくりセンターにおいて、多様な担い手が協働・
連携して地域活性化に向けた自主事業を展開し、自
主財源の確保を意識したコミュニティビジネスの推
進を図っています。

数値目標 ―

　各地域まちづくり協議会が各種団体の参画によ
り、地域課題の解決や収益性の確保など自立できる
組織づくりを行うため、地域まちづくり担当職員な
どによる支援を実施します。

Ｒ３（2021） Ｒ４（2022） Ｒ５（2023）

地域ニーズを反映した
事業実施への地域まち
づくり担当職員の支援

中
間
進
捗

取
組
計
画

地域まちづくり協議会
の運営組織、事業内容
の見直し11111111

地域ニーズを反映した
事業実施への地域まち
づくり担当職員の支援

地域ニーズを反映した
事業実施への地域まち
づくり担当職員の支援

地域ニーズを反映した
事業実施への地域まち
づくり担当職員の支援

年
度
末
実
績

実績
効果額

評価

　地域ニーズを反映させた事業や収益性の確保ができる事業を実施する組織となり参画が増えます。

評価



【年度末実績評価基準】

５：目標を大きく上回る成果があった　４：目標以上の成果があった　３：目標達成できた

２：目標達成に届かなかった　　１：取組を行うことができなかった

【大綱期間終了の目指す姿】

第四次湖南市行政改革大綱実施計画

政策 第１の政策 市民主体の透明性のあるまちづくり 担当部署 地域創生推進課

施策項目 １）様々なコミュニティとの連携 関連部署

取組項目 コミュニティビジネスの支援や地域人材の育成

Ｒ６（2024） Ｒ７（2025）

前年度までの取組および現状 Ｒ３年度の取組実施内容

まちづくりセンターを中心に、各地域まちづくり協
議会がコミュニティビジネスの推進に取り組んでお
り、福祉輸送サービスや子ども食堂の運営など効果
も出てきています。
今後は、地域まちづくり協議会の活動の中心となる
人材の発掘と育成が課題となっています。

数値目標 ―

　地域ごとに特色のあるコミュニティビジネスの推
進と人材育成のための機会の提供、まちづくり
フォーラムを実施します。

Ｒ３（2021） Ｒ４（2022） Ｒ５（2023）

コミュニティビジネス
を各まち協・１事業実
施

中
間
進
捗

取
組
計
画

区・自治会と連携し、
地域の人材を発掘する
ための支援を行う

地域の人材を育成する
ためのフォーラム開催
や情報提供

地域の人材を育成する
ためのフォーラム開催
や情報提供

コミュニティビジネス
を各まち協・１事業実
施

年
度
末
実
績

実績
効果額

評価

　活動の中心となる人材を育成し、コミュニティビジネスで収益を得られる地域まちづくり協議会と
なります。

評価



 

【年度末実績評価基準】

５：目標を大きく上回る成果があった　４：目標以上の成果があった　３：目標達成できた

２：目標達成に届かなかった　　１：取組を行うことができなかった

【大綱期間終了の目指す姿】

第四次湖南市行政改革大綱実施計画

政策 第１の政策 市民主体の透明性のあるまちづくり～市民参画と情報共有～ 担当部署 秘書広報課

各関係課

取組項目 市民視点を取り入れた情報発信の充実

Ｒ３（2021）

・広報媒体の検証と活発
な運用をすすめる。
・湖南市公式LINE新規
ユーザー200件増

・利用者の拡大にむけて
啓発活動

　市が保有する様々な広報媒体の有効性を検証し、
より効果のある広報の仕方を模索する必要がありま
す。その中でもメール配信システム（湖南タウン
メール）は緊急性のある情報を中心に配信している
ますが、導入から10年を超え、より市民のニーズに
対応したシステムに更新する必要があります。
 令和３年３月31日現在登録数　1,808件

Ｒ７（2025）

評価

中
間
進
捗

施策項目 ２）市政情報の積極的な共有

前年度までの取組および現状 Ｒ３年度の取組実施内容

Ｒ４（2022） Ｒ５（2023） Ｒ６（2024）

数値目標 LINE200件増

　メール配信システムの更新に向け、仕様の確認、現グ
ループの整理を行い、よりニーズのあるシステムに更新し
ていく。9月・10月には更新を終え、安定した配信を行い
ます。
　また、その他の広報媒体についても、それぞれの機能を
有効活用し、魅力ある情報交流サイトを目指します。

関連部署

年
度
末
実
績

　タウンメール、その他の広報媒体（LINEなど)で市の情報発信を積極的に行うとともに、それぞ
れの機能を有効活用し、魅力ある情報交流を行っています。

取
組
計
画

・新メール配信システム
の構築、運用開始

・広報媒体の検証と活発
な運用をすすめる。

・広報媒体の検証と活発
な運用をすすめる。
・湖南市公式LINE新規
ユーザー200件増

・利用者の拡大にむけて
啓発活動

・広報媒体の検証と活発
な運用をすすめる。
・湖南市公式LINE新規
ユーザー200件増

・利用者の拡大にむけて
啓発活動

・広報媒体の検証と活発
な運用をすすめる。
・湖南市公式LINE新規
ユーザー200件増

・利用者の拡大にむけて
啓発活動

実績
効果額

評価



【年度末実績評価基準】

５：目標を大きく上回る成果があった　４：目標以上の成果があった　３：目標達成できた

２：目標達成に届かなかった　　１：取組を行うことができなかった

【大綱期間終了の目指す姿】

第四次湖南市行政改革大綱実施計画

政策 第１の政策 市民主体の透明性のあるまちづくり～市民参画と情報共有～ 担当部署 秘書広報課

前年度までの取組および現状 Ｒ３年度の取組実施内容

　市民主体のまちづくりを推進するため、市長が市
民と直接対話し市政に関して市民からの意見を聴
き、また、市政に対する市民の理解を深めることを
目的とする湖南市タウンミーティングを平成24年度
から開催しています。

施策項目 ２）市政情報の積極的な共有 関連部署 各関係課

取組項目 市民との情報共有の推進

　市の施策に関する「報告会型タウンミーティング」と
市民から市に聞きたいテーマを提案していただく「市民
提案型タウンミーティング」を開催する。テーマに応じ
て説明を行い、市政に対する市民の理解を深めるととも
に市民の意見を市政に反映するように努めていく。タウ
ンミーティングの討論概要はホームページ等で公開して
いきます。

数値目標 ３回開催

Ｒ３（2021） Ｒ４（2022） Ｒ５（2023） Ｒ６（2024） Ｒ７（2025）

タウンミーティング
の開催
他部署とも連携し年
３回開催

中
間
進
捗

取
組
計
画

タウンミーティング
の開催
他部署とも連携し年
３回開催

タウンミーティング
の開催
他部署とも連携し年
３回開催

タウンミーティング
の開催
他部署とも連携し年
３回開催

タウンミーティング
の開催
他部署とも連携し年
３回開催

評価

　市政に対する市民の理解を深めるとともに市民の意見を市政に反映できています。

評価

年
度
末
実
績

実績
効果額



９ 実施計画詳細 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２の政策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【年度末実績評価基準】

５：目標を大きく上回る成果があった　４：目標以上の成果があった　３：目標達成できた

２：目標達成に届かなかった　　１：取組を行うことができなかった

【大綱期間終了の目指す姿】
　行政手続のデジタル化により来庁することなく手続が完結し、来庁者の減少によって行政窓口
のスリム化が図られています。

評価

年
度
末
実
績

実績
効果額

評価

利用者の拡大

中
間
進
捗

取
組
計
画

システム導入
行政手続の押印見直
し

電子申請化の拡大
利用者の拡大

利用者の拡大 利用者の拡大

Ｒ３（2021） Ｒ４（2022） Ｒ５（2023） Ｒ６（2024） Ｒ７（2025）

前年度までの取組および現状 Ｒ３年度の取組実施内容

　簡易な申請・届出の手続について県および県内市
町と共同利用を前提とした電子申請の実証実験を実
施し、件数は少なかったが利用者からのアンケート
結果においても便利なサービスであることから行政
手続のデジタル化を目指し電子申請システムを導入
します。

◎数値目標 10手続

　県および県内市町と共同利用による電子申請シス
テムを導入し、行政手続の押印見直し等を行い、行
政手続のデジタル化を推進します。
 予定…職員採用試験申込、上下水道開始・休止
届、広報戸別配布申込、転入・転出学等通知書　な
ど

施策項目 １）ＩＣＴ（情報通信技術）の積極的な活用 関連部署 各種手続担当課

取組項目 電子申請の導入および利用推進

第四次湖南市行政改革大綱実施計画

政策 第２の政策 デジタル社会の推進 担当部署 行財政改革推進課

広報・デジタル手続の推進導入・整備



【年度末実績評価基準】

５：目標を大きく上回る成果があった　４：目標以上の成果があった　３：目標達成できた

２：目標達成に届かなかった　　１：取組を行うことができなかった

【大綱期間終了の目指す姿】

第四次湖南市行政改革大綱実施計画

政策 第２の政策 デジタル社会の推進 担当部署 市民課

中
間
進
捗

施策項目 ＩＣＴの積極的な活用 関連部署

取組項目 マイナンバーカードの普及促進

Ｒ３（2021）

　令和２年９月に改訂した「マイナンバーカード交付
円滑化計画」に基づき、その目標値達成のための申請
補助や夜間および休日交付を行っています。
【R2実績】夜間交付：11回、休日申請補助・交付：3
回
のべ交付枚数：13,888人、交付率：25.1％

年
度
末
実
績

Ｒ７（2025）

数値目標 交付率70.8％

　日常業務における交付。申請手続きの支援。
　休日申請補助・交付の開催：年11回、夜間交付：６
回（すべて予定）

前年度までの取組および現状 Ｒ３年度の取組実施内容

Ｒ４（2022） Ｒ５（2023） Ｒ６（2024）

評価

　「交付円滑化計画」に基づき、令和４年度末において全市民がマイナンバーカードを保有します。

取
組
計
画

休日申請補助・交
付：年11回
夜間交付：年６回
（予定）
交付予定：70.8％

休日申請補助・交
付：年11回
夜間交付：年６回
（予定）
交付予定：100％

実績
効果額

評価



【年度末実績評価基準】

５：目標を大きく上回る成果があった　４：目標以上の成果があった　３：目標達成できた

２：目標達成に届かなかった　　１：取組を行うことができなかった

【大綱期間終了の目指す姿】
　各種手続において窓口に来庁することなく手続ができ、また、市内の地域拠点にオンラインに
よる窓口を設置するなど、少ない人員で効率よく行政サービスを提供しています。

評価

年
度
末
実
績

実績
効果額

評価

まちづくり拠点施設へ
の遠隔窓口サービスの
モデル導入

中
間
進
捗

取
組
計
画

各種手続の案内システ
ム導入、窓口キャッ
シュレス化

公共施設の予約システ
ムの導入、遠隔窓口
サービスの検討

まちづくり拠点施設へ
の遠隔窓口サービスの
実証実験

まちづくり拠点施設へ
の遠隔窓口サービスの
モデル導入

Ｒ３（2021） Ｒ４（2022） Ｒ５（2023） Ｒ６（2024） Ｒ７（2025）

前年度までの取組および現状 Ｒ３年度の取組実施内容

　現在の行政窓口の対応は書面、対面方式であり、
また、各種手続においても窓口に来庁することで完
結する手続となっています。少ない人員で効率よく
業務を継続させるためにＩＣＴ技術を活用した窓口
のデジタル化が必要です。

数値目標

　各種手続についてスマートフォンを利用した手続
ガイドシステムの導入および証明書等の手数料につ
いてキャッシュレス決済を取入れ手続きのデジタル
化に取組みます。

―

施策項目 １）ＩＣＴ（情報通信技術）の積極的な活用 関連部署 各種手続担当課

取組項目 行政窓口サービス等のデジタル化

第四次湖南市行政改革大綱実施計画

政策 第２の政策 デジタル社会の推進 担当部署 行財政改革推進課

オンライン窓口サービスの導入導入・検証 業務の洗出し



【年度末実績評価基準】

５：目標を大きく上回る成果があった　４：目標以上の成果があった　３：目標達成できた

２：目標達成に届かなかった　　１：取組を行うことができなかった

【大綱期間終了の目指す姿】
　行政の手続がデジタル化され、デジタル・デバイドの解消に取組、誰もが等しくサービス受け
られる行政サービスが提供できています。

評価

年
度
末
実
績

実績
効果額

評価

地域デジタル利用支援

中
間
進
捗

取
組
計
画

デジタルデバイド解消
への取組研究

窓口コンシェルジュの
設置検討・地域デジタ
ル利用支援

地域デジタル利用支援 地域デジタル利用支援

Ｒ３（2021） Ｒ４（2022） Ｒ５（2023） Ｒ６（2024） Ｒ７（2025）

前年度までの取組および現状 Ｒ３年度の取組実施内容

　スマート自治体を目指し各種行政サービスについ
ては、ＩＣＴを活用したデジタルサービスに切替え
られていきます。そうした状況において誰一人取り
残さない人に優しいデジタル化に向けデジタル・デ
バイドの解消は成し遂げなければならない施策で
す。

数値目標 ―

　電子申請システムの導入年度となるため次年度に
向けてデジタルデバイド解消への取組について研究
を進めます。

施策項目 １）ＩＣＴ（情報通信技術）の積極的な活用 関連部署 地域創生推進課、総務課

取組項目 デジタル・デバイドの解消

第四次湖南市行政改革大綱実施計画

政策 第２の政策 デジタル社会の推進 担当部署 行財政改革推進課

調査・研究 総合受付見直し・検討、地域デジタル利用支援



【年度末実績評価基準】

５：目標を大きく上回る成果があった　４：目標以上の成果があった　３：目標達成できた

２：目標達成に届かなかった　　１：取組を行うことができなかった

【大綱期間終了の目指す姿】

第四次湖南市行政改革大綱実施計画

政策 第２の政策 デジタル社会の推進 担当部署 行財政改革推進課

施策項目 ２）社会生活へのデジタル化の推進 関連部署 各種情報所管課

取組項目 オープンデータの推進

Ｒ６（2024） Ｒ７（2025）

前年度までの取組および現状 Ｒ３年度の取組実施内容

　市が保有している人口統計等データの公開は行っ
ていますが、二次利用可能なオープンデータという
形での提供は行えていない現状です。

数値目標 ―

　オープンデータの公開に向け二次利用が可能であ
るデータの調査を実施します。また、オープンデー
タを公開するためのカタログサイトの整備に向け経
費やサイト運用について情報収集や研究に取組みま
す。

Ｒ３（2021） Ｒ４（2022） Ｒ５（2023）

公開データ更新
カタログサイト運用

中
間
進
捗

取
組
計
画

オープンデータ調査
カタログサイトの研究

カタログサイトの開設
オープンデータの公開

オープンデータの拡大 公開データ更新
カタログサイト運用

年
度
末
実
績

実績
効果額

評価

　市が保有しているデータのオープンデータ化が進み、民間サービスや新たな行政サービスに活
用されており、便利で快適な市民生活と効率的な公共サービスが提供されています。

評価

データの拡大調査・研究 サイト構築 オープンデータカタログサイト



【年度末実績評価基準】

５：目標を大きく上回る成果があった　４：目標以上の成果があった　３：目標達成できた

２：目標達成に届かなかった　　１：取組を行うことができなかった

【大綱期間終了の目指す姿】

第四次湖南市行政改革大綱実施計画

政策 第２の政策 デジタル社会の推進 担当部署 行財政改革推進課

施策項目 ２）社会生活へのデジタル化の推進 関連部署 高齢福祉課

取組項目 市民生活へのデジタル化新たな事業

Ｒ６（2024） Ｒ７（2025）

前年度までの取組および現状 Ｒ３年度の取組実施内容

　現在の独居高齢者および高齢者のみの世帯（約3,700
世帯）への安否確認は、介護保険サービスや地域の社会
資源に結びついておられない方については、市地域包括
支援センター・民生委員等の限られたマンパワーで訪問
活動および電話連絡となっています。安否確認に際し
て、ＩＣＴ技術を活用した見守り体制の整備が必要で
す。

　住み慣れた地域で、安心して自分らしく生活の出来
るような見守り体制及び孤独死防止について、どのよ
うにICTが活用できるか見守り体制について検討を重
ねていきます。

数値目標 ―

Ｒ３（2021） Ｒ４（2022） Ｒ５（2023）

利用者の拡大（200世
帯）システムの拡充

中
間
進
捗

取
組
計
画

　
実態把握
システムの構築

システム導入・運営 利用者の拡大（50世
帯）PDCAの見直し

利用者の拡大（100世
帯）システムの拡充

年
度
末
実
績

実績
効果額

評価

　限られたマンパワーで、当システムを有効活用して地域の見守り活動が展開されていることが当た
り前となり、地域で自分の住む家で安心して高齢者が日々生活できるようになります。

評価

広報・システム構築の推進導入・整備



９ 実施計画詳細 
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【年度末実績評価基準】

５：目標を大きく上回る成果があった　４：目標以上の成果があった　３：目標達成できた

２：目標達成に届かなかった　　１：取組を行うことができなかった

【大綱期間終了の目指す姿】
　単純な入力作業などはＡＩやＲＰＡに任せるなど事務処理の効率化を達成しています。職員も
適正に配置され、ワーク・ライフ・バランスが確保されています。

評価

年
度
末
実
績

実績
効果額

評価

人事配置の見直し検
討

中
間
進
捗

取
組
計
画

検討チームの構築、
ＲＰＡ業務の研究

ＲＰＡ業務のシナリ
オ作成

事務処理のＲＰＡ化
を実施

ＲＰＡ移行事務の効
果検証

Ｒ３（2021） Ｒ４（2022） Ｒ５（2023） Ｒ６（2024） Ｒ７（2025）

前年度までの取組および現状 Ｒ３年度の取組実施内容

　基幹業務の一部においてＲＰＡを活用した事務作
業について実施しました。インフルエンザの予診票
入力や口座情報入力、税の異動情報入力などに活用
し、AI-OCRを利用してのデータ化の過程において誤
読処理などの作業が発生しました。申請書等の様式
を見直すなどの課題もあります。

数値目標 ―

　ＲＰＡの活用に向けた庁内横断的な研究チームを立ち
上げるなどＲＰＡ化が可能な業務について研究を進めま
す。

施策項目 １）事務事業の見直しと効率化の推進 関連部署 業務所管課

取組項目 ＡＩ・ＲＰＡの積極的な推進

第四次湖南市行政改革大綱実施計画

政策 第３の政策 効率的・効果的な行財政運営 担当部署 行財政改革推進課

調査・研究 シナリオ作成・運用開始 削減効果検証・人事配置の適正



【年度末実績評価基準】

５：目標を大きく上回る成果があった　４：目標以上の成果があった　３：目標達成できた

２：目標達成に届かなかった　　１：取組を行うことができなかった

【大綱期間終了の目指す姿】

評価

　システムの活用により、文書検索および決裁に要する時間が短縮されるとともに、決裁の進捗
管理ができるため、効率よく事務を遂行することができます。電子化により文書保管場所が確保
されています。

前年度までの取組および現状 Ｒ３年度の取組実施内容

Ｒ４（2022） Ｒ５（2023） Ｒ６（2024） Ｒ７（2025）

取
組
計
画

仕様書および実施
要領の検討・作成

業者選定
導入・稼働

運用 運用

評価

実績
効果額

年
度
末
実
績

中
間
進
捗

施策項目 １）事務事業の見直しと効率化の推進 関連部署 行財政改革推進課

取組項目 電子決裁導入による事務事業の効率化、AI・RPAの導入および推進

Ｒ３（2021）

運用

　文書管理システム構築を検討してきたが、文書庫
の不足や文書廃棄の判断基準等についてコンサル
ティングを行う方が効果が高いことから、事業内容
を大幅に見直しました。
　また、おうみ自治体クラウド協議会において共同
調達することとしたいため、導入時期を見合わせま
した。

数値目標 ―

　電子決裁を含めた文書管理システムの構築について、
おうみ自治体クラウド協議会において近隣市との共同調
達に向けた研究および協議を始めます。
　文書管理システム構築に係る、仕様書およびプロポー
ザルに必要な実施要領等を作成します。また、文書管理
コンサルティングの仕様についても検討します。

第四次湖南市行政改革大綱実施計画

政策 第３の政策 効率的・効果的な行財政運営 担当部署 総務課



【年度末実績評価基準】

５：目標を大きく上回る成果があった　４：目標以上の成果があった　３：目標達成できた

２：目標達成に届かなかった　　１：取組を行うことができなかった

【大綱期間終了の目指す姿】

第四次湖南市行政改革大綱実施計画

政策 第３の政策 効率的・効果的な行財政運営 担当部署 人事課

施策項目 １）事務事業の見直しと効率化の推進 関連部署

取組項目 業務プロセスの標準化、業務の見直しによる適正な人事配置

Ｒ６（2024） Ｒ７（2025）

前年度までの取組および現状 Ｒ３年度の取組実施内容

　業務プロセスは業務手順書により実施していま
す。組織については、多様化する住民ニーズに対応
するため、各部等のヒアリングなどにより組織の見
直しを行っています。

数値目標 ―

　業務手順書から業務プロセスの作成について検討
します。
　業務プロセスの方針、該当業務の洗い出しを行い
ます。

Ｒ３（2021） Ｒ４（2022） Ｒ５（2023）

前年度に評価した
業務プロセスの試
行

業務の見直しに合
わせた人事配置

中
間
進
捗

取
組
計
画

業務プロセス作成
の検討

業務プロセスの見
直し（部門）

業務プロセスの見
直し（部門）

業務の見直しに合
わせた人事配置

各年度に見直しを
行った業務プロセ
スの評価、整理

業務の見直しに合
わせた人事配置

年
度
末
実
績

実績
効果額

評価

　適正な職員配置と業務の効率化により、職員の職場環境と住民サービスの向上が図られています。

評価



【年度末実績評価基準】

５：目標を大きく上回る成果があった　４：目標以上の成果があった　３：目標達成できた

２：目標達成に届かなかった　　１：取組を行うことができなかった

【大綱期間終了の目指す姿】
　新たな働き方により、育児・介護休暇の取得や時間外勤務の削減など、働きやすい環境が整備さ
れ、ライフワークバランスが実現されます。

　令和２年度にテレワークの環境整備を行いまし
た。今後は、テレワークを含む在宅勤務を試行し、
使いやすい制度の構築や職場環境の整備を行いま
す。
　また、在宅勤務での利用だけでなく、サテライト
オフィスや災害時の活用などの新たな利用方法を検
討しています。

評価

実績
効果額

評価

年
度
末
実
績

中
間
進
捗

取
組
計
画

テレワークや在宅
勤務の周知

テレワークや在宅
勤務の周知

テレワークの多様
な活用の検討

テレワークの多様
な活用の試行

テレワークの評価

Ｒ７（2025）

数値目標 ―

　テレワークや在宅勤務取得のため、勤務環境の整
備を検討します。
　利用がない場合は、利用の促進に向け、テスト的
な運用を実施します。

特定事業主行動計
画の見直し

前年度までの取組および現状 Ｒ３年度の取組実施内容

Ｒ３（2021） Ｒ４（2022） Ｒ５（2023） Ｒ６（2024）

施策項目 １）事務事業の見直しと効率化の推進 関連部署

取組項目 テレワークの推進

第四次湖南市行政改革大綱実施計画

政策 第３の政策 効率的・効果的な行財政運営 担当部署 人事課



【年度末実績評価基準】

５：目標を大きく上回る成果があった　４：目標以上の成果があった　３：目標達成できた

２：目標達成に届かなかった　　１：取組を行うことができなかった

【大綱期間終了の目指す姿】

第四次湖南市行政改革大綱実施計画

政策 第３の政策 効率的・効果的な行財政運営 担当部署 行財政改革推進課

施策項目 ２）公共施設等総合管理計画の着実な実行 関連部署 施設所管課

取組項目 公共施設等総合管理計画個別施設計画の実行

Ｒ６（2024） Ｒ７（2025）

前年度までの取組および現状 Ｒ３年度の取組実施内容

H29　青少年自然道場の廃止
H30　中央まちづくりセンターの廃止
　　 伝統工芸会館の廃止
     勤労青少年ホームの廃止
R1　 雨山市民プールの廃止
　　 中央まちづくりセンターの除却
R2　 石部駅コミュニティハウスの廃止、除却
　　 農業集落多目的集会施設の廃止

　水戸体育館の耐震改修
　旧青少年自然道場の除却
　旧雨山市民プールの除却
　旧菩提寺こども園の除却
　農業集落多目的集会施設の地域譲渡

数値目標 5,000㎡の延床面積の削減

Ｒ３（2021） Ｒ４（2022） Ｒ５（2023）

施設の複合化の検
討

施設の長寿命化

中
間
進
捗

取
組
計
画

廃止済施設につい
て除却

施設の長寿命化

施設の統廃合の検
討

施設の長寿命化

施設の統廃合
施設の長寿命化

施設の複合化の検
討

施設の長寿命化

年
度
末
実
績

実績
効果額

評価

　公共施設等総合管理計画第1期の目標である10,000㎡の延床面積削減ができています。

評価



【年度末実績評価基準】

５：目標を大きく上回る成果があった　４：目標以上の成果があった　３：目標達成できた

２：目標達成に届かなかった　　１：取組を行うことができなかった

【大綱期間終了の目指す姿】

第四次湖南市行政改革大綱実施計画

政策 第３の政策 効率的・効果的な行財政運営 担当部署 行財政改革推進課

施策項目 ２）公共施設等総合管理計画の着実な実行 関連部署

取組項目 市遊休地の有効活用

Ｒ６（2024） Ｒ７（2025）

前年度までの取組および現状 Ｒ３年度の取組実施内容

H30 遊休地売却
　　　　1件　面積（1,800.03㎡） 77,556千円
R1　遊休地売却
　　　　1件　面積（483.97㎡）　 13,800千円
R2　遊休地売却
　　　　2件　面積（4,054.21㎡） 76,300千円

　遊休地売却に向け取組を行うとともに、売却可能
資産の資産整理、課題整理を行います。

数値目標 遊休地売却 7,000千円

Ｒ３（2021） Ｒ４（2022） Ｒ５（2023）

遊休地売却
資産整理

中
間
進
捗

取
組
計
画 遊休地売却

資産整理
遊休地売却
資産整理

遊休地売却
資産整理

遊休地売却
資産整理

年
度
末
実
績

実績
効果額

評価

　未利用財産の資産整理が行えており、課題整理ができています。

評価



【年度末実績評価基準】

５：目標を大きく上回る成果があった　４：目標以上の成果があった　３：目標達成できた

２：目標達成に届かなかった　　１：取組を行うことができなかった

【大綱期間終了の目指す姿】

第四次湖南市行政改革大綱実施計画

政策 第３の政策 効率的・効果的な行財政運営 担当部署 行財政改革推進課

中
間
進
捗

施策項目 ３）受益者負担および補助金・負担金の適正化 関連部署 施設所管課

取組項目 公共施設使用料の定期的な見直し

Ｒ３（2021）

　施設使用料適正化指針により５年ごとに改定を行
い、前回は平成30年に改定を行っています。施設ご
との減免もあるため適正に受益者負担の公平性が保
たれているとは言い切れないため、減免についても
見直し検討を行う必要があります。

施設使用料・減免規
定の見直し

年
度
末
実
績

評価

評価

　公の施設を利用する者と利用しない者との均衡を考慮し、施設の管理運営に要する経費に対す
る負担の公平性、公正性を確保できる基準を設定していきます。

前年度までの取組および現状 Ｒ３年度の取組実施内容

Ｒ４（2022） Ｒ５（2023） Ｒ６（2024） Ｒ７（2025）

実績
効果額

取
組
計
画

使用料のデータ整理
基礎資料の整理

　各施設の使用料データを整理し、次回の使用料改定
に向けての基礎資料を作成します。
　また、施設稼働率や、修繕費等の資料についても整理
をし始めます。

Ｒ５．４より改定使
用料の施行

使用料のデータ整理 使用料のデータ整理

数値目標 ー

改定



【年度末実績評価基準】

５：目標を大きく上回る成果があった　４：目標以上の成果があった　３：目標達成できた

２：目標達成に届かなかった　　１：取組を行うことができなかった

【大綱期間終了の目指す姿】
　政策目的を効率的に実現するための手段として活用されている補助金ではあるが、社会情勢の
変化により意義の薄れているもの、補助効果の小さいものについては検証し、補助団体の理解を
得たうえで廃止、縮小していきます。

評価

年
度
末
実
績

実績
効果額

評価

見直し、削減

中
間
進
捗

取
組
計
画

補助要綱の確認、見
直し、削減

指針改定
見直し、削減

見直し、削減 見直し、削減

Ｒ３（2021） Ｒ４（2022） Ｒ５（2023） Ｒ６（2024） Ｒ７（2025）

前年度までの取組および現状 Ｒ３年度の取組実施内容

　補助金等の見直し指針に基づき、行政の責任範
囲、費用対効果などの検証を行い実施計画期間にお
いて2.3億円の削減を目標とし、ヒアリングの実施
および削減案の作成を行いました。

数値目標 前年比２％削減

　補助要綱の確認等により公益性の確保、補助基準
が適しているのか精査し予算編成までに確認し見直
しを行います。

施策項目 ３）受益者負担および補助金・負担金の適正化 関連部署 所管課

取組項目 補助金の見直し指針の改訂、補助金の見直し

第四次湖南市行政改革大綱実施計画

政策 第３の政策 効率的・効果的な行財政運営 担当部署 行財政改革推進課

改定



【年度末実績評価基準】

５：目標を大きく上回る成果があった　４：目標以上の成果があった　３：目標達成できた

２：目標達成に届かなかった　　１：取組を行うことができなかった

【大綱期間終了の目指す姿】

評価

Ｒ５（2023）

　自治体クラウド可能な業務システムが共同利用により、運用経費が削減されており事務の処理
についても標準化されています。

　基幹システムのクラウド化により運用経費を年間
約70,000千円削減してきました。新たな内部業務の
クラウド化を検討しています。更なる経費削減と業
務システムの標準化を目指して自治体クラウドの推
進に取組みます。

評価

実績
効果額

年
度
末
実
績

Ｒ６（2024）

取
組
計
画

クラウドシステムの
調査・研究

クラウドシステムの
調査・計画

クラウドシステムの
計画・調達

基幹クラウドシステ
ムの更新準備

基幹クラウドシステ
ムの調達

中
間
進
捗

Ｒ７（2025）Ｒ３（2021） Ｒ４（2022）

第四次湖南市行政改革大綱実施計画

政策 第３の政策 効率的・効果的な行財政運営 担当部署 行財政改革推進課

数値目標 ―

　クラウド化ができていないシステムおよび新たな
システムについて分科会を立上げ共同利用に向け近
隣市と調査・研究に取組みます。

施策項目 ４）広域連携の推進 関連部署 システム所管課

取組項目 自治体クラウドの推進

前年度までの取組および現状 Ｒ３年度の取組実施内容

調査 準備 調達計画・調達



【年度末実績評価基準】

５：目標を大きく上回る成果があった　４：目標以上の成果があった　３：目標達成できた

２：目標達成に届かなかった　　１：取組を行うことができなかった

【大綱期間終了の目指す姿】

―数値目標

〇栗東・湖南広域行政協議会
　国道１号整備、野洲川改修、草津線複線化要望
〇野洲・湖南・竜王総合調整協議会
　新設道路要望、スマートＩＣ設置要望
〇甲賀市・湖南市広域行政協議会
　外国人支援、地域新電力、観光振興、バス広域化、公
共施設の相互利用、天保義民の検討

　広域課題への取り組みを通じて、相互の発展や住民福祉の向上が実現しています。

３つの広域行政協議会（栗東市、野洲市・竜王町、
甲賀市）を活用し、隣接自治体との共通課題に対し
調査研究を行い効果的な施策を講じることで、相互
の発展を通じて住民福祉の向上を目指します。

評価

実績
効果額

中
間
進
捗

評価

年
度
末
実
績

調査研究・実施
滋賀県道路要望

前年度までの取組および現状 Ｒ３年度の取組実施内容

Ｒ３（2021） Ｒ４（2022） Ｒ５（2023） Ｒ６（2024） Ｒ７（2025）

取
組
計
画

調査研究・実施
滋賀県道路要望

調査研究・実施
滋賀県道路要望

調査研究・実施
滋賀県道路要望

調査研究・実施
滋賀県道路要望

施策項目 ４）広域連携の推進 関連部署 全部署

取組項目 広域連携の推進

第四次湖南市行政改革大綱実施計画

政策 第３の政策 効率的・効果的な行財政運営 担当部署 地域創生推進課



【年度末実績評価基準】

５：目標を大きく上回る成果があった　４：目標以上の成果があった　３：目標達成できた

２：目標達成に届かなかった　　１：取組を行うことができなかった

【大綱期間終了の目指す姿】
　新たな財源の確保策として、制限税率未満の税目の改正の可能性について検討を終え改正が可
能であれば新税率により課税しています。

評価

税率改定（案）の
作成

取
組
計
画

県内自治体の状況
調査

年
度
末
実
績

実績
効果額

評価

中
間
進
捗

Ｒ７（2025）

　法人市民税の法人税割について、令和元年（2019
年）10月1日以降新たに開始される事業年度分か
ら、税率7.7％（標準税率6.0％、制限税率8.4％）
で課税を行っています。

数値目標 ―

　近隣自治体の状況を確認するため、県内市町の税
率を調査し、比較を行います。

類似団体を中心に
県外自治体の状況
調査

税率を改定した場
合の税収見込みの
算定

施策項目 ５）財政の健全化 関連部署

前年度までの取組および現状 Ｒ３年度の取組実施内容

税率を改定した場
合の税収見込みの
算定

収納課・財政課・行財政改革推進課

取組項目 税率改定の検討（制限税率未満の税目の率改訂検討）

Ｒ３（2021） Ｒ４（2022） Ｒ５（2023） Ｒ６（2024）

第四次湖南市行政改革大綱実施計画

政策 第３の政策 効率的・効果的な行財政運営 担当部署 税務課



【年度末実績評価基準】

５：目標を大きく上回る成果があった　４：目標以上の成果があった　３：目標達成できた

２：目標達成に届かなかった　　１：取組を行うことができなかった

【大綱期間終了の目指す姿】

第四次湖南市行政改革大綱実施計画

政策 第３の政策 効率的・効果的な行財政運営 担当部署 収納課

税務課

取組項目 市税の徴収率の向上

Ｒ３（2021）

市税の徴収率向上
（市税四税）現年度分
目標徴収率　98.8%

徴収率の向上を図るため、口座振替の推進やコンビニ収
納、Ｒ２年度からはスマートフォン決済サービスによる
収納を導入し、納税者の利便性を考慮し納付環境を整え
ました。
また、適正な債権管理、回収に向けて滋賀県や甲賀市と
連携を図りながら滞納処分の強化に努めてきました。

数値目標 徴収率98.4％

行政運営の根幹となる税収を確保し税負担の公平性を維持する
ため、徴収率の向上を目指します。
コロナ禍による収入の減少で収納率に影響が出ており、今後も
厳しい状況が見込まれますが、適正な債権管理を行い、徴収率
を維持、向上を図ります。
　　現年度分収納率　H28 98.54%　H29 98.45%
　　　　　　　　　　H30 98.51%　R1 98.55%
　　　　　　　　　　R2　96.26%（4.12時点）

施策項目 ５）財政の健全化 関連部署

評価

　市税の徴収率が向上し目標収納率を達成することにより、税収が確保できています。

前年度までの取組および現状 Ｒ３年度の取組実施内容

Ｒ４（2022） Ｒ５（2023） Ｒ６（2024） Ｒ７（2025）

取
組
計
画

市税の徴収率向上
（市税四税）現年度分
目標徴収率　98.4%

市税の徴収率向上
（市税四税）現年度分
目標徴収率　98.5%

市税の徴収率向上
（市税四税）現年度分
目標徴収率　98.6%

市税の徴収率向上
（市税四税）現年度分
目標徴収率　98.7%

実績
効果額

評価

年
度
末
実
績

中
間
進
捗



【年度末実績評価基準】

５：目標を大きく上回る成果があった　４：目標以上の成果があった　３：目標達成できた

２：目標達成に届かなかった　　１：取組を行うことができなかった

【大綱期間終了の目指す姿】
　ふるさと納税制度を通じてシティプロモーションが進み移住定住が促進されるとともに、寄附
額の増収により市民サービスが向上しています。

評価

年
度
末
実
績

実績
効果額

評価

特設サイト等ポータ
ルサイト運営

返礼品の魅力向上

中
間
進
捗

取
組
計
画

特設サイト構築
返礼品の魅力向上

特設サイト等ポータ
ルサイト運営

返礼品の魅力向上

特設サイト等ポータ
ルサイト運営

返礼品の魅力向上

特設サイト等ポータ
ルサイト運営

返礼品の魅力向上

Ｒ３（2021） Ｒ４（2022） Ｒ５（2023） Ｒ６（2024） Ｒ７（2025）

前年度までの取組および現状 Ｒ３年度の取組実施内容

ふるさと納税の県内の寄附額は、コロナ禍における
巣ごもり需要等で注目を集め増加傾向にあります
が、本市は取組が遅れており横ばいの状況です。
（参考）
平成30年度：160,534,020円（6,896件）
令和元年度：114,707,000円（4,927件）
令和２年度：116,550,000円（4,957件）

数値目標 寄附額３億円

　返礼品の魅力を高めるための市独自の特設サイト
構築、写真撮影、ライティング、広告等の戦略的
トータルプロモーションを行います。

施策項目 ５）財政の健全化 関連部署

取組項目 ふるさと納税の拡大

第四次湖南市行政改革大綱実施計画

政策 第３の政策 効率的・効果的な行財政運営 担当部署 地域創生推進課



【年度末実績評価基準】

５：目標を大きく上回る成果があった　４：目標以上の成果があった　３：目標達成できた

２：目標達成に届かなかった　　１：取組を行うことができなかった

【大綱期間終了の目指す姿】
　財政調整基金を標準財政規模の10%を確保し、安定した財政基盤を構築します。

取
組
計
画

財政調整基金は当初
予算編成時点で標準
財政規模の10％を確
保

財政調整基金は当初
予算編成時点で標準
財政規模の10％を確
保

財政調整基金は当初
予算編成時点で標準
財政規模の10％を確
保

財政調整基金は当初
予算編成時点で標準
財政規模の10％を確
保

実績
効果額

評価

前年度までの取組および現状 Ｒ３年度の取組実施内容

Ｒ４（2022） Ｒ５（2023） Ｒ６（2024） Ｒ７（2025）

数値目標 標準財政規模の10%を下回らない

年
度
末
実
績

評価

中
間
進
捗

取組項目 財政調整基金の安定確保

Ｒ３（2021）

財政調整基金は当初
予算編成時点で標準
財政規模の10％を確
保

　令和２年度に長期財政計画の定期見直し（３年ご
との見直し）を行い、本市の将来を見据えた、確固
たる財政基盤の構築に取り組むこととしています。
　少子高齢化および新型コロナウイルス感染症の影
響による歳入減に耐えうる財政基盤の確立が必要で
あり、限られた財源を有効に活用し、市民ニーズに
的確に対応した施策への「選択と集中」を図ること
が重要です。

　財政調整基金に過度の依存をすることのない予算
編成に取り組みます。
　また、特定目的基金の計画的な積み立てや運用に
より安定した財源確保に取り組みます。

　財政調整基金：標準財政規模の10％を確保（当初
予算編成時点（毎年１月末時点））

施策項目 財政の健全化

第四次湖南市行政改革大綱実施計画

政策 第３の政策 効率的・効果的な行財政運営 担当部署 財政課

関連部署 全部署



【年度末実績評価基準】

５：目標を大きく上回る成果があった　４：目標以上の成果があった　３：目標達成できた

２：目標達成に届かなかった　　１：取組を行うことができなかった

【大綱期間終了の目指す姿】
　人口一人当たりの市債残高（臨時財政対策債除く）を27万８千円以下にし、将来を見据えた財政
基盤を構築します。

評価

年
度
末
実
績

実績
効果額

評価

投資的事業調査の実
施
計画的な市債の発行

中
間
進
捗

取
組
計
画

投資的事業調査の実
施
計画的な市債の発行

投資的事業調査の実
施
計画的な市債の発行

長期財政計画の定期
見直し

投資的事業調査の実
施
計画的な市債の発行

投資的事業調査の実
施
計画的な市債の発行

Ｒ３（2021） Ｒ４（2022） Ｒ５（2023） Ｒ６（2024） Ｒ７（2025）

前年度までの取組および現状 Ｒ３年度の取組実施内容

　令和２年度に長期財政計画の定期見直し（３年ご
との見直し）を行い、本市の将来を見据えた、確固
たる財政基盤の構築に取り組んでいます。
　これまでも長期財政計画に定める市債残額等と乖
離することのないように、投資的事業調査等を通し
て計画的な市債の発行を行っています。

数値目標 27万８千円以下

　７月から９月にかけて新年度予算編成に向けた投
資的事業調査を実施し、実施すべき事業の精査およ
び事業費の平準化に取り組みます。

　人口一人当たりの市債残高（臨時財政対策債除
く）：27万８千円以下

施策項目 財政の健全化 関連部署 全部署

取組項目 計画的な市債の発行

第四次湖南市行政改革大綱実施計画

政策 第３の政策 効率的・効果的な行財政運営 担当部署 財政課


